(FASID国際開発援助動向研究会・年次報告書掲載予定)
ブッシュ政権下の米国の援助政策
2003年8月28日現在
紀谷昌彦（在米日本大使館／kiya@kiya.net)

　ブッシュ政権が2001年1月に成立した後、米国の援助政策は急激に変貌した。これは、8年間に亘る民主党政権が共和党政権に移ったことに伴う変更という当初の要素に加え、政権成立9か月後に発生した9月11日テロ事件が大きな影響を及ぼし、ミレニアム挑戦会計(MCA)を始めとする新たな多くのイニシアティブが打ち出されている。

　以下、ブッシュ政権下の新援助政策について、時系列で事実関係及びその背景・意図を整理して説明したい。

1. ブッシュ政権発足当初の政策－USAIDの再編とIDAグラント化

（１）
USAIDの再編 

　政権成立直後、パウエル国務長官、オニール財務長官等援助政策に関わる閣僚が指名されたが、そのもとでの新政策は、2001年春にUSAIDの新長官としてアンドリュー・ナツィオス氏
 が指名・承認された後、徐々に姿を現すこととなった。

　第一に、援助を外交目的のために実施するとの方針を明確化した。冷戦後、グローバリゼーションの進展と紛争の増加が世界的潮流となる中で、援助は軍事力や外交努力と比べても、外交目定の達成に最も効果的な役割を果たす場合があると説明し、またUSAID長官が国務長官の指示に従う旨を表明している
。このようなスタンスは、援助に対する議会や国会の理解を得る上でも得策と認識されたものと思われる。

　第ニに、「4つの柱(four pillars)」を打ち出した
。これは、援助の実施方法の柱としての「世界開発アライアンス(GDA)」、そしてプログラムの柱としての「経済成長と農業」「世界保健」「紛争予防と開発救援」から構成される。これは、USAIDが優先課題を理解しやすい形に定式化して内外に宣明することにより、自らの組織運営の効果を高めるとともに、議会や国民に対してもわかりやすい形とすることを狙ったものと思われる。この新方針は組織・予算面にも及び、これらの柱に応じた形で部局が再編・新設されるとともに
、既存の予算項目を横断する形で予算が把握・説明されることとなった。

　「世界開発アライアンス」とは、USAIDが提供するリソースは限定されており、それのみで成果を出すには不十分との認識に基づくものである
。特定の開発目的をターゲットにしてNGO、財団、大学、企業等のパートナーとのアライアンスを組み、シードマネーを提供しつつレバレッジを効かせて民間の資金と専門性を動員するとの発想で打ち出された
。

（２）
IDAのグラント化

　2001年7月、ブッシュ大統領は世銀本部での演説
で、国際開発金融機関による最貧国支援のグラント部分を50%まで引き上げること、及びそれを教育、保健等の分野に振り向けることを提案した。これを受けて、IDA13次増資交渉で米国は強硬姿勢をとることとなり欧州と対立することとなった。（結局、本問題は2002年7月にグラント化率を全体の18-21%とする方向で決着した。）IDAのグラント化提案は、米国にとって、追加的な資金投入を極限しつつ、途上国に対する好意的姿勢（グラント比率の向上、教育、保健等への配慮）を示すことができる、費用対効果の高いものであった。

2．9月11日テロ事件後の政策－ミレニアム挑戦会計、分野別イニシアティブ、国・地域別イニシアティブ、戦略構築
（１）
ミレニアム挑戦会計

　そのような中で、2001年9月11日のテロ事件が発生した。この結果、米国はテロに対する闘いを多正面で強力に展開することとなったが、これは貧困と開発の問題に対する米国の認識と政策に深い影響を与えることとなった。

　翌2002年3月のメキシコ・モンテレイでの開発資金国際会議には、メキシコと米国の深い関係もあり、ブッシュ大統領の出席を念頭に準備が進められた。同会議開催4日前の3月14日、ブッシュ大統領は米州開発銀行本部での演説で、「開発のための新たな約束(a new compact for development)」と名付けられる新たなイニシアティブを発表した
。この主要点は次の通りである。

（イ）今後3年度（2004年度から2006年度まで）で、米国の開発援助を（年額）50%増額し、最終的に年額50億ドル増の水準に到達させる。

（ロ）この増額分は、「ミレニアム挑戦会計(Millennium Challenge Account, MCA)」という新たな特別会計とされ、グッドガバナンス、人材育成（保健・教育）、健全な経済政策という三分野での強いコミットメントを示した国に配分される。国務長官と財務長官は、国際社会と対話しつつ、これら三分野での進展を測る、明確で具体的かつ客観的な基準を作成する。

　同年11月、MCAは新たな政府機関（ミレニアム挑戦公社、MCC）が管理し、閣僚級の理事会（議長は国務長官）がその監督をすることが発表された
。同時に対象国の範囲、選定基準（3政策分野の16指標）、評価・選定方法が明らかにされた。

　翌2003年初頭には議会にMCC設置のための法案が議会に提出された。3月にはラーソン国務次官、テイラー財務次官、ナツィオスUSAID長官が相次いで議会証言を行い、その中で、MCAとUSAID等の既存の援助の相互補完関係等について詳細な説明がなされた。ナツィオス長官は、MCA対象国は性質上ごく少数とならざるを得ず、USAIDの役割は引き続き大きい旨述べている。他方、MCAを受けてUSAIDの役割の見直しを行い、今後の活動は、MCA対象国への支援に加え、（１）MCA対象国にほぼ到達している国、（２）改革の意思のある中程度の達成国、（３）紛争後・人道支援が必要な破綻国、（４）戦略的・安全保障的利益から支援が必要な国に焦点を当てること等を表明している。

　なお、最高責任者（CEO）の選定や組織構築のための準備は政府部内で内々進められている趣である。また、具体的な対象国の選定については、米政府としてはあくまで選定基準となる指標を踏まえる必要があり、指標の数字自体が日々新しくなっていることから未決定であるとの説明をしている。なお、MCC設置のための法案は議会で審議中であり、何らかの修正の可能性も排除されない。
　MCAが開発に与えるインパクトは未だ明確ではない。開発のために良い政策をとる旨コミットした国を支援すること、支援に際して途上国の組織と主体性を最大限に活用することは、開発に効果的と思われる。しかし、詳細な指標に照らして短期的な成果を求めることが持続可能な開発に結びつくのか（むしろそれを阻害することとならないか）、また莫大な援助資金が少数のMCA対象国に集中して供与された場合に十分な消化能力があるのか等の懸念もある。MCAは、今後数年内に急速に具体化が進む見通しであり、その過程で様々な検討課題が明らかになっていくものと思われる。

（２）分野別イニシアティブ

　開発資金国際会議後も、G8サミットやWSSD、世界水フォーラム等の国際会議で開発問題は主要なテーマとなった。この中で、米国は各種の分野別のイニシアティブを打ち出し、ODA水準や債務削減等の論点よりも、実質的な取り組みの推進を強調した。

　2002年6月のG8カナナスキス・サミットでは、開発関連ではアフリカと教育が主たる論点となった。米国は、本サミットに際して、新たに（１）HIV母子感染予防イニシアティブ（16か月で5億ドル）
、及び（２）前年7月に発表したアフリカ教育イニシアティブの倍増(5年間で2億ドル規模に) を発表した。また、この時点での米国ホワイトハウス・レベルでのアフリカ政策全体を明らかにしている
。

　また、米国は同年8月のWSSDに向けても並行して取り組みを進めた。5月末にバリで開催されたWSSD閣僚級準備会合に先立つ5月23日、同会合代表団長のドブリアンスキー国務次官（グローバル問題担当）は、WSSDに向けての米国のビジョン・ステートメントを発表し、政治的・経済的自由、法の支配、グッドガバナンス、そして保健・教育・環境分野の投資の重要性を強調するとともに、水、エネルギー、保健、教育、農業、森林・海洋の6分野で具体的な行動を推進する方針を明らかにした 。更に、7月12日のパウエル長官演説で、（イ）米国は持続可能な開発に支援にコミットしていること、（ロ）途上国の良い政策とグッドガバナンスがODAと民間貿易・投資を活かして開発を実現する鍵であること、（ハ）政府、市民社会、民間部門のパートナーシップにより開発資源を動員しなければならないことの3点をWSSDで主張したい旨表明した 。WSSD自体にはブッシュ大統領の代わりにパウエル長官が出席し、4つの主要パートナーシップを発表した。

　更に2003年に入り、ブッシュ大統領は1月28日の一般教書演説で大規模のエイズ緊急対策（5年間で150億ドル）を発表し、5月27日に法案に署名した
。更に、飢餓対策（2月1日）、水支援イニシアティブ（2月11日）等の分野別のイニシアティブが相次いで発表された。また、米国はこれらの分野で多数の専門家やコンサルタント、NGOを擁しており、また途上国現地でのプレゼンスも大きいことから、今後着実に実施されていくものと思われる。

（３）国・地域別イニシアティブ

　以上の分野別イニシアティブと並行して、米国は個別の国・地域に対する支援も打ち出している。

　特に重要なものは、安全保障と密接に関連したアフガニスタンとイラクに対する支援である。USAIDのみならず国務省の他の関連部局、国防省、更にはその他幅広い省庁等も巻き込んで、大規模な人道・復興支援が行われた
。

　また、中東地域との関係改善の必要性をも踏まえ、2002年12月にパウエル国務長官より米国・中東パートナーシップ・イニシアティブが打ち出され
、本年5月のブッシュ大統領の中東政策演説でも言及されている
。

　北朝鮮への人道支援については、1995年以降のWFPを通じての食糧支援の58％は米国からのものであるが、食糧支援の使途に関する透明性が確保されていないことを問題視しており、2001年12月より公に問題提起している
。
（４）
戦略構築
　2001年9月11日のテロ事件後、安全保障戦略の見直しが行われ、開発問題もその主要な柱の一つとして位置づけられた。テロ事件一年後の2002年9月に発表された「国家安全保障戦略」
では、開発の推進に一項目が割かれ、貧困の削減を米国の対外政策の最優先事項と位置づけて、MCAのほか、世銀等の援助効果増大、貿易自由化、保健、教育、農業等への取り組みを強化するとしている。

　また、USAIDレベルでは、ナツィオス長官の指揮のもと、開発戦略について有識者による検討が行われ、2003年1月に「国益のための対外援助－自由、安全保障、機会を推進する－」が発表された
。これは、十数年前にウッドUSAID長官が行った同様の報告に続くものとして、米国の援助政策に関する議論を深めるために作成された報告であり、民主的ガバナンス、経済成長、保健、紛争、人道支援、民間による支援に焦点を絞っている。ナツィオス長官は折に触れて本報告を紹介しており、政策形成に強い影響を与えていると思われる。

　なお、財務省は、従来より国際開発金融機関（MDBs）への政策の観点から開発問題に関わってきたが、近時の開発問題への関心の高まりや、MCAによる大幅予算増等を背景に、特にオニール長官はアフリカを訪問するなど関与を強めている。本年に入りスノー財務長官が着任したが、特段の政策変更は見られていない
。

３. 日本にとっての意味合い
　以上のような米国の援助政策の新たな展開は、日本にとってどのような意味合いを持っており、どのような政策対応を求めるものであろうか。３つの主要点につき、以下考察を加えたい。

（１）安全保障戦略の一環

　9月11日テロ事件は、他の政策分野と同様、援助政策においても甚大な影響を与えた。特に、開発問題はテロリズムと関連して安全保障の一環として位置づけられ、それがMCAをはじめとする具体的な行動として表れ、国家安全保障戦略で確認された。

　日本が今後援助政策の展開に際して米国と連携する際には、この米国の安全保障戦略への配慮を常に勘案する必要がある。特に、紛争後の復興支援、平和の定着の分野では、援助の役割は大きく、かつ日本が米国と補完的・相乗的な形で協力し成果を上げることが比較的容易なものである。また、日本が推進している「人間の安全保障」のアプローチも有益な形で活用できよう。アフガニスタン、イラクの他、スリランカやアチェ等の支援に際して、特に緊密に連絡をとりつつ対応することが要請される。

（２）結果重視と援助の選択的供与

　「結果重視」のアプローチは、ブッシュ政権によるIDAのグラント化やMCAといった新政策の根本を流れる思想であり、開発以外の分野（例えば国内教育政策）にも見られる。グローバルな開発論議においても、結果重視はひとつの潮流となっているが、米国はその主導者たる役割を果たしている。

　特にMCAにおいては、途上国の政策改善にまで踏み込みつつ、「援助の選択的供与」と明確に結びつけている。これは、途上国にとって良いインセンティブになる可能性がある一方、途上国の事情を必ずしも踏まえていなかったり、恣意的に適用される可能性もある。また、そもそも十分な能力に欠けている途上国に対する手当ても必要である。

　日本としては、この米国の新援助政策が、開発のために効果的に実施されるよう、建設的に対話し関与していくことが適当と思われる。特に、結果重視型の援助が適用されるに当たり、途上国のオーナーシップが十分に確保されるようにすること、援助の選択的供与に当たり政治的配慮が過度に優先されないようにすること、また対象外となった国の開発に配慮することなどが求められる。更に、日本の援助の効果を高める上で、米国の結果重視アプローチの良い点から学ぶ点も多いと思われる。

（３）グッドガバナンス・人材育成・健全な経済政策の重視

　MCAで掲げられた援助政策内容（具体的にはグッドガバナンス・人材育成・健全な経済政策の重視）は、同会計の実施のみならず、USAIDはじめ米国の各種機関が援助を実施する上で幅広く影響を与えるものと思われる。

　経済開発を実現するためにこのような諸点を重視することは、日本の援助理念・方針と近いものがあり、政策面での連携が可能である。今後、これら諸点を重視するための立論の精緻化や、途上国現地でのドナー会合での政策調整・具体的協力において、米国との連携を推進することが望ましい。

（以上）

�紀谷昌彦『米ブッシュ政権の新援助政策と日本』国際開発ジャーナル2001年9月号pp.32-33に詳しい。


� ナツィオス氏は、USAID食料人道支援局長、ワールドビジョン副会長、マサチューセッツ州高官等を経て、2001年5月1日に着任した。略歴は次を参照願いたい。


� HYPERLINK "http://www.usaid.gov/about/bio_asn.html" ��http://www.usaid.gov/about/bio_asn.html�


� 4月25日ナツィオスUSAID長官候補が上院外交委員会の承認を求めるための証言。� HYPERLINK http://www.usaid.gov/press/spe_test/testimony/2001/an_conf_stmt.html ��www.usaid.gov/press/spe_test/testimony/2001/an_conf_stmt.html�


また、5月10日、パウエル国務長官も2002年度予算案を下院に説明するための証言で、ナツィオス長官が国務省ファミリーの不可欠・不可分の一員である旨述べている。


� HYPERLINK http://www.state.gov/secretary/rm/2001/2810pf.htm ��www.state.gov/secretary/rm/2001/2810pf.htm�


� 5月6日、ナツィオスUSAID長官が2002年度予算案を上院に説明するための証言。


� HYPERLINK http://www.usaid.gov/press/spe_test/testimony/2001/ty0100508.html ��www.usaid.gov/press/spe_test/testimony/2001/ty0100508.html�


�具体的には、GDA事務局が新設されるとともに、3つのプログラムの柱に合わせて既存の機能局が再編された。


�本件発表当時にUSAIDから聴取したところでは、本アイディアはUSAID内の事務レベルから出され、パウエル国務長官がこれに強く賛同して強く打ち出されるようになった由である。


� この典型例として、USAIDは米国、国連、ゲーツ財団、ロックフェラー財団、薬品製造会社協議会のアライアンスによる「ワクチン・予防接種グローバルアライアンス(GAVI)」を掲げている。


�稲田十一「世銀改革をめぐる近年の議論－メルツァー報告書のその後」（財務省／JCIF「MDBs研究会」報告書『世界銀行等の開発援助政策に係わる検討』2002年3月pp.1-17及び大野泉「米国における世界銀行の改革論議と国際開発潮流－『メルツァー報告書』後の動き－」（2002年5月GRIPSペーパー）参照。


� HYPERLINK http://www.grips.ac.jp/forum/ ��www.grips.ac.jp/forum/�


� Remarks by the President to the World Bank, July 17, 2001


� HYPERLINK http://www.whitehouse.gov/news/releases/2001/07/print/20010717-1.html ��www.whitehouse.gov/news/releases/2001/07/print/20010717-1.html�


� 関連情報は次のウェブサイトに掲載されている。


� HYPERLINK "http://www.mca.gov/" ��http://www.mca.gov/�


� Remarks by the President on Global Development, Inter-American Development Bank, Washington, DC


� HYPERLINK http://www.whitehouse.gov/news/releases/2002/03/print/20020314-7.html ��www.whitehouse.gov/news/releases/2002/03/print/20020314-7.html�


紀谷昌彦『米国の新開発援助イニシアティヴが意味するもの』国際開発ジャーナル2002年6月号に詳しい。


�本件ファクトシートは次のウェブサイトに掲載されている。


� HYPERLINK "http://www.cgdev.org/nv/MCA_FactSheetNov.doc" ��http://www.cgdev.org/nv/MCA_FactSheetNov.doc�


� President’s Remarks at the Rose Garden on June 19,2002


� HYPERLINK http://www.whitehouse.gov/news/releases/2002/06/20020619-3.html ��www.whitehouse.gov/news/releases/2002/06/20020619-3.html�


� Fact Sheet: G-8 Africa Action Plan


� HYPERLINK http://www.whitehouse.gov/news/releases/2002/06/20020627-10.html ��www.whitehouse.gov/news/releases/2002/06/20020627-10.html�


� ブッシュ大統領のHIV/AIDSイニシアティブは次のウェブサイトに詳しい。


http://www.whitehouse.gov/infocus/hivaids/index.html


� アフガニスタン及びイラク支援に関する資料は、ホワイトハウス、国務省、USAIDのウェブサイトに多数掲載されている。


� 2002年12月12日、パウエル国務長官のヘリテージ財団での講演。


� HYPERLINK "http://www.state.gov/secretary/rm/2002/15920.htm" ��http://www.state.gov/secretary/rm/2002/15920.htm�


� ブッシュ大統領の講演は次のとおり。


� HYPERLINK "http://www.whitehouse.gov/news/releases/2003/05/20030509-11.html" ��http://www.whitehouse.gov/news/releases/2003/05/20030509-11.html�


関連した事実関係は次のとおり。


� HYPERLINK "http://www.state.gov/p/nea/rls/20832.htm" ��http://www.state.gov/p/nea/rls/20832.htm�


� HYPERLINK "http://www.whitehouse.gov/news/releases/2003/05/20030509-12.html" ��http://www.whitehouse.gov/news/releases/2003/05/20030509-12.html�


�  2003年2月25日付ナツィオスUSAID長官議会証言参照。


� HYPERLINK "http://www.usaid.gov/press/spe_test/testimony/2003/ty030225.html" ��http://www.usaid.gov/press/spe_test/testimony/2003/ty030225.html�


� 全文は次のウェブサイトからダウンロードできる。


� HYPERLINK "http://www.whitehouse.gov/nsc/nss.html" ��http://www.whitehouse.gov/nsc/nss.html�


� 全文は次のウェブサイトからダウンロードできる。


� HYPERLINK "http://www.usaid.gov/fani/" ��http://www.usaid.gov/fani/�


� 2003年4月30日、スノー財務長官は議会証言を行ったが、従来からの政策を踏襲している。


� HYPERLINK "http://www.treasury.gov/press/releases/js334.htm" ��http://www.treasury.gov/press/releases/js334.htm�





